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議会評価意見書（令和 7 年度事業） 

事業名 社会福祉協議会助成事業 

議会評価 事業内容：要改善 予算規模：現状維持 

【評価理由】 

社会福祉協議会は、地域福祉を推進する上で重要な役割を担っており、本助成

事業の必要性は認められる。一方、現行の助成は人件費を中心とした積算であり、

事業ごとの必要性、事業量、必要人員・人件費、財源及び成果との関係が十分に明

確とはいえない。また、成果指標が会費収納額に偏り、公費投入によって何が改善

したのかを検証しにくいほか、市民ニーズの把握、地域への浸透、情報発信にも改

善の余地がある。社協自身も介護保険事業からの撤退を含む事業見直しを進めて

いることから、現行の事業構成・人員配置・補助方式を前提とせず、事業単位で再

検証する必要がある。 

以上の点から、事業内容は「要改善」とする。また、予算規模は、市民サービス

への影響を考慮し現時点では「現状維持」とするが、現行の補助方法や補助総額を

追認するものではなく、見直し結果を次年度以降の補助対象・補助額に反映すべ

きである。 

 

【執行部への提案内容】 

1  補助金は、職員数・人件費を基礎とした一括積算から、事業ごとに必要性、事

業量、必要人員・人件費、事業費、財源及び成果を明らかにする積算方法へ見直

すこと。 

2  社協の全事業を「継続・改善・縮小／廃止・他主体への移管・新規／強化」等

に整理し、介護保険事業撤退等で生じる人員は、安易に新たな補助根拠とせず、

既存人員の再配置、業務整理、ＤＸ化等を優先すること。 

3  会費収納額だけでなく、相談から支援につないだ件数、地域課題・ニーズの把

握、関係機関との連携、地域活動への参加・マッチング等、公費投入の成果を確

認できる指標を設定し、毎年度検証すること。 

4  自主財源の確保について、具体的な事業、実施時期、必要経費、収入見込み及

び目標額を示すこと。あわせて、ホームページや SNS 等による情報発信の担当

体制・対象・頻度を明確にし、活動の見える化を進めること。 

5  市は補助金交付者として、事業見直し、人員配置、自主財源、成果指標等の進

捗を定期的に確認し、必要な助言・是正を行い、その結果を次年度予算に具体的

に反映すること。事業を他主体へ移管する場合は、公平性・透明性・継続性を確

保すること。 
 
 

 

  


